別　添
作成例
	事業所職制及び非組合員の範囲一覧表
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　　点線より左側は、労働組合法第２条但し書第１号に規定する使用者の利益代表者の範囲を示す。

　
　
　


（注）１　企業の実態に応じて、この記載例に準じて作成してください。

　　  　　会社の規模が大きく、一覧表の作成が困難な場合は、既存の組織図等資料を加工
　　　　して作成しても構いません。その場合においても、作成例の各事項（Ⓐ、Ⓑ）を当　

　　　　該資料内に明記してください。

　　　２　非組合員の範囲について使用者と見解を異にし、争いになっている場合は、申請　

　　　　者において主張する範囲により本表を作成してください。その場合、争いの概要も

　　　　記載してください。
